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Abstract

Based on a detailed case study of an automobile

transmission manufacturer in Japan that has

experienced numerous horizontal alliances, this

paper explores the effect of corporate alliances

on the creation of a firm’s technology strategy.

Tentative findings indicate alliances broaden

the technological capabilities and experiences of

alliance partners, but suggest that alliance-part-

ner overlap tends to produce conflict as these

capabilities and experiences are integrated

together and used in the creation of new tech-

nology strategy.

１　はじめに�

ここ数年、日本の経営学で目立つ動向の一つと

して、企業の技術をいかに戦略的に管理できるの

か、という課題への関心が高まっていることが挙

げられる（藤村，2004参照）。企業業績が伸び悩

む中で、その理由としてしばしば指摘されるのは、

企業が優れた技術を保有していても、それを高収

益事業として展開できていないということであ

る。無論、これは日本企業の問題だけではないが、

「強い工場・弱い本社」症候群（藤本，2003）と

も呼ばれる、典型的な日本企業が特に直面する課

題であろう。

これと平行し、企業間提携（アライアンス）へ

の関心も高まっている。山倉（2001）はこの動向

の由来を、環境変更、具体的にはグローバリゼー

ションと情報化によると指摘している。つまり、

�Daniel Arturo HELLER 
メールアドレス：daniel@econ.shinshu-u.ac.jp
�東京大学工学部を2004年3月31日に卒業。現在、株

式会社NTTデータ法人ビジネス事業本部に在職中。
メールアドレス：h_ohri@mx.0038.net
�本論文の主なデータ源として、学術論文や新聞記事の

文献サーベイなど、及び筆者が2004年2月25日にジ
ヤトコ株式会社を訪問した際、合計８名の技術者及び
マネジャーからのヒアリングを使用している。調査に
当たっては、マサチューセッツ工科大学（Sloan
School）及びペンセルバニア大学（Wharton School）
を中心とする自動車産業研究ネットワークIMVP

（International Motor Vehicle Program）からの資金

企業間提携が技術戦略の創造に与える影響：
ジヤトコ株式会社の事例にもとづく試論

(The Effect of Corporate Alliances on the Creation of Technology Strategy:

Exploratory research based on the case of Jatco, Ltd.)

の援助があった。筆者は、論文にコメントしてくれた
安本雅典氏（信州大学大学院イノベーション・マネジ
メント専攻助教授）、松島法明氏（信州大学経済学部
助教授）、近能善範氏（法政大学経営学部助教授）、加
藤健太氏（東京大学大学院経済学研究科博士課程）及
び調査参加・記録作成・論文へのコメントをしてくれ
た東秀忠氏（東京大学大学院経済学研究科修士課程）
に感謝したい。そして、何よりも、ここに記して、ご
多用中ながら暖かいご協力をしてくださったジヤトコ
社の方々、特に原佳道氏（人事部・主管）と加藤賢一
氏（広報グループ・主担）に、心からのお礼を申し上
げたい。

信州大学経済学部

ダニエル・アルトゥーロ・ヘラー�

東京大学工学部システム創成学科

大理　博紀�
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自社の必要な能力が、他社に既に存在していれば、

提携を通じてそれを活用できるという論理であ

る。事実、様々な産業において、提携する企業が

80年代以降増えている�。しかし、現段階では、

これらの企業間提携が企業の技術にどのような影

響を与えるのか、というテーマを直接的に取り扱

う研究は少なく、技術戦略の重要な側面が十分論

じられていないように思われる。

そこで、本稿では、以上の二つの動向をデータ

にもとづき融合する試みの第一歩として、事例研

究�を通じて具体的な事例を記録し、企業の技術

戦略が企業間提携からどのような影響を受けるの

かという問題意識を考慮することを目指す。換言

すれば、企業の技術戦略において、企業間提携の

果たす役割に関する探索的研究とも呼べるだろ

う。取り上げる事例は、自動車のトランスミッシ

ョンを研究開発・製造するジヤトコ（株）であり、

特に合弁や合併という提携形態に焦点を当てる�。

論文の構成は以下の通りである。2章では本稿

で用いる技術戦略の枠組みを簡単に紹介し、3章

においては自動車部品産業におけるトランスミッ

ション分野の概要を述べる。4章では、ジヤトコ

の複雑な歴史的背景を紹介し、現在の製品群など

についてまとめる。そして5章では、事例で観察

した企業間提携の技術およびそのマネジメントへ

の影響について考慮する。最後の6章では、ディ

スカッション、および、まとめと展望を提示する。

２　技術戦略の枠組

本論文では技術を「問題解決のための知識」

（Methé, 1995）と広く定義した上で、技術戦略を

全社的レベルから考え、企業がいかにして保有す

る技術及び新芽技術を競争優位の源泉にできるの

かという観点から技術戦略を考える�。メーカー

のものづくりにおいては、技術は製品そのものに

関わる技術と生産過程に関わる技術の二つに大き

く分けられる。また、技術はあくまでもヒトが創

造し、育て、活かすものであるため、人的資源管

理も視野に入れる必要があると思われる。したが

って、技術管理とは、製品技術・生産技術・人的

資源という三つの要素をマネージすることである

と考えられる。

そこで本稿では、分析枠組みとしてBurgle-

man et al.（1996）を用い、技術戦略を進化論的

な組織学習過程としてとらえ直すことにする�。

具体的には、技術戦略は企業の技術的能力によっ

て可能となり、組織の構成員の経験に基づいて、

その戦略を創造し、そしてそれを実行していく。

起こされた技術戦略（enacted technology strate-

gy）は構成員の経験を増やし、この経験が企業

の技術的能力のさらなる構築に影響する。図1は

この動態的なプロセスを示したものである。

本研究では、技術戦略創造の二つのインプット、

すなわち企業の技術的能力及び組織の構成員の経

験に注目する。特に、この二つのインプットが企

業間提携からどのような影響を受けるかに絞って

議論を進めることにする。

以下に明らかにするが、ここでは「戦略」を単

なるプラニングとしては考えていない。むしろ、

本研究では、戦略を計画づくりとその実行のセッ

トとしてとらえている。しかしながら、本稿では、

�この傾向について、石井（2003）、Contractor & Lor-
ange（2002）、Doz & Hamel（1998）、Hergert &
Morris（1988）などが述べている。

�事例研究（case study）という研究方法はYin（1994）
にもとづく。

�企業間提携の定義として、藤本・延岡・武石（1999）
と同様、M&Aを含む幅広い組織間協調関係を考える。

�つまり、ここでは企業が扱う個々の技術や将来技術の
どちらに投資し研究開発すべきか、という技術予測論
（Prehoda, 1967; Twiss, 1980など参照）としての技術

戦略に触れない。これについては、今後の課題にしたい。
�Burgleman et al.（1996）は、技術戦略の本質的な中
身（substance）を4つの企業スタンスに分ける。そ
れは、競争戦略のスタンス（技術を市場でどのように
活用するか）、バリュー・チェーンのスタンス（技術
を企業活動内でどのように活用するか）、資源コミッ
トメントのスタンス（企業が技術開発にどれほど投資
しているか）、及びマネジメントのスタンス（企業組
織のデザイン・アプローチが他の３つのスタンスと相
性が良いか）である。

技術的能力� 技術戦略� 経験�

（出典：Burgleman et al.（1996, p. 33）より、�
　筆者訳）�

図1 組織能力にもとづく進化論的な組織学習過
程としての技術戦略
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戦略を「計画＋実行」として考えるだけでなく、

Mintzberg（1987）がいう「創発的なプロセス

（emergent process）」としてもとらえることに

する。つまり、本社があらかじめ完全に定めたプ

ランだけではなく、企業の構成員の行動パターン

としても戦略をとらえることにする	。なぜなら、

戦略をこのように捉えることによって、本社スタ

ッフだけでなく、現場にいる人々も技術戦略の実

現と重要な関係があることを強調したいと考える

からである。

３　部品産業におけるトランスミッショ
ン分野の概要

３－１トランスミッションとは


３－１－１機能

自動車エンジンが発生させたトルク（回転力）

の「力」と「速度」を調整することがトランスミ

ッションの役割である。自動車のエンジンはその

機械的特性上、最高の効率を実現できる状態を維

持しにくいため、トランスミッションによる調整

が必要となる。具体的に、「仕事量＝力×速度」

という法則に基づき、エンジンの回転速度を通常

ギアによって変化させることで回転力を増幅もし

くは減少させて駆動輪に伝えているのである。

このようにトランスミッションは動力の効率的

伝達を目的とした装置であるが、さらに要求され

る機能として快適性や安全性がある。３－１－２

で述べるCVT（continuously-variable transmis-

sion）をのぞき、そのほとんどはギアを段階的に

切り替えることによって変速を行う。この切り替

えにおける衝撃が搭乗者に伝わり不快感を与え、

また操作性に悪影響を与えてしまう場合がある。

トランスミッションは、こうした切り替え時の衝

撃を防ぎ、なおかつ運転者の操作に対して的確に

反応する安定性を持たなければならない。

３－１－２トランスミッションの種類

トランスミッションはその構造から、主にマニ

ュアル・トランスミッション（MT）、オートマ

ティック・トランスミッション（AT）、無段階

トランスミッション（CVT）の3つに分類できる�。

それぞれの特徴は以下のようになっている。

マニュアル・トランスミッション（MT）

MTは古くから存在し、現在でも一部の車両に

採用されているトランスミッションである。クラ

ッチペダルを踏むことによってエンジンからトラ

ンスミッションへの回転力の供給を絶った状態

で、メカ機構によりギアをチェンジする。このと

き、右ハンドル車では運転手の左側にあるシフト

レバーによって操作することとなる。MTを採用

することにより、車体の軽量化と高速走行時の燃

費向上を実現できるが、現在では操作の煩雑さな

どの理由で日本及び米国でのシェアは10%以下ま

で落ち込んでいる。しかし、一方で、ドライビン

グ感を比較的重視するドライバーの多い西ヨーロ

ッパでは、最近でも新車を含めMT搭載車が過半

数を圧倒的に超えており、広く利用されている。

発展途上国でもMTは一般的である。また、MT

は古くから存在しているとはいえ、いまだにイノ

ベーションが進められている。例えば、近年は

MTをベースに電子制御技術、所謂ドライブ・バ

イ・ワイヤー�を導入することによってクラッチ

イノベーション・マネジメント研究

	この点はBurgleman（1983）が示す戦略概念の定義
に企業における自律的な戦略的行動（autonomous
strategic behavior）とやや類似している。このよう
な行動は企業の定めた戦略的プランと関係なく、経営
者が自ら行動した時の行動である。


ここでは、福野礼一郎（2004）『いよいよ自動車ロン』
双葉社、および（2004）『大車林　自動車情報事典』
三栄書房を参照している。

�これ以外にもガソリン・電池のハイブリッド・エレク
トリック車（HEV）用に設計されたトランスミッシ
ョンもある。HEV用トランスミッションは、通常の
ガソリンエンジンに対する機能に加えて駆動モーター
兼発電機も装備したものである。

�ドライブ・バイ・ワイヤー技術は、車の機械的な操作
を電気信号に置き換えて装置に伝えることができる電

子制御技術である。例えば、通常のMTの場合、クラ
ッチが押されシフトレバーが後方に動かされたエネル
ギーによって、ギアボックス内のギアチェンジが行わ
れるが、ドライブ・バイ・ワイヤー技術を導入された
場合には、ドライバーの動作がセンサーにピックアッ
プされ、信号がコンピューターに伝達されることによ
り、別の信号がコンピューターから発信され、ギアボ
ックス内のモーターを動かすことになる。このように、
コンピューターの調整が入ることによって車の安全
性・快適性の向上が達成されうると考えられている。
例えば、５速から１速への誤った動作を防いだり、シ
フトバーを換えてハンドルのボタンを採用したりする
ことができる。しかし、その一方で機械とドライバー
のフィーリングが一致しなかったり、ソフトウエアの
トラブルが起こりうる等、様々な問題が残っている。
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ペダルの制御とギアチェンジをボタン操作一つで

行うといった「セミAT」と呼ばれる形式のトラ

ンスミッションが特に欧州メーカーを中心として

普及しつつある。

オートマティック・トランスミッション（AT）

本稿ではステップ式ATのことをATと表記す

ることにする。ATでは遊星歯車と呼ばれる機構

とクラッチ・ブレーキを油圧によって制御するこ

とでギアの切り替えを行う。電子制御ATも、油

圧のコントロールを電子制御で行うものであり、

最終的に油圧を用いることには変わりない。ギア

が存在し、それらを切り替えるという点ではMT

と共通である。

自動車用のATは1930・40年代に米国で商品

化された。米国は1950・60年代に、日本では80

年代にAT搭載車が急速に増加した。MTと比べ

て重量が増すことや変速のタイミングが若干遅れ

ることなどの理由で、MTより燃費は悪くなると

いう短所を持つが、これは技術改良によって改善

されてきており、燃費の差はかなり縮まってきて

いる。また、当初は３速ATが一般的だったが、

徐々に４速が増えて、近年は５速あるいは6速の

ATも搭載されるようになった。

無段階トランスミッション（CVT）

正確には、CVTはATの一部として分類され

るが、性能や基礎的な構造が技術的に大きく異な

っているため別の機種として記録されることが多

い。CVTはベルト式とトロイダル式の2通りがあ

るが、どちらも連続的に変速が可能となる仕組み

である。それぞれの特徴は以下に説明する。

ベルト式CVTが自動車のトランスミッション

として最初に量産されたのは、1984年に販売さ

れた富士重工（株）のスバル・ジャスティという

小型車においてであった。その後、日産自動車

（株）やアウディ（独）などを始め多くの自動車

最終組立メーカーやサプライヤーに広がった。ベ

ルト式CVTは、その名の通りベルトによって動

力を伝達する（図２）。そしてベルトのエンジン

側・駆動輪側の両端に、プーリー（１対の円錐が

向き合った形状をしている）という装置が備えら

れ、対となっている円錐の間隔を操作することで

変速操作を可能とする。しかし、ベルト式CVT

のコア・パーツの一つである金属ベルトは、パテ

ントによってほぼ独占的な立場にあるファンドー

ネ社（オランダ）がそのパーツを供給している。

現在はまだベルト式のCVTが普及し始めた段階

で、一部の高級車・ハイブリッド車や小型車に採

用されているのみである。その理由は、1990年

代の後半までベルト式CVTは2.0リットル未満の

エンジンにしか対応できなかったためであると考

えられる。なお、最近になって、2.0リットル以

上のエンジンに対応できるベルト式CVTの技術

を最初に広く実用化したメーカーは、日産自動車

である。

トロイダル式CVTは、1999年にジャトコ（株）

によって商品化された。トロイダルCVTは通常

のベルト式CVTとは異なり、2枚のディスクとロ

ーラーを用いた仕組みのCVTであり、この組合

せでギアの切り替えを行う（図3）。トロイダル

CVTは現時点で数が少なく、日産セドリックお

よびスカイラインの高級車・スポーティ車のオプ

ションとして利用されているのみである。ジヤト

図2 ベルト式CVTの仕組み

（出典：ジヤトコ社資料より）

図3 トロイダル式CVTの仕組み

（出典：ジヤトコ社資料より）
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コはトロイダルCVTの量産を行っている唯一の

メーカーであるが、高コストや技術的な課題のた

め出荷量が限られている。

ドライバーの観点から見た、ステップ式ATと

比べた場合、CVTは燃費や快適性の側面で有利

である。CVTは「減速比を連続的にコントロー

ルできる」という特性上、エンジンをより長い時

間最適効率で稼働させることが可能になるのであ

る（図4参照）。また、変速が連続的であるため

ステップ式ATやMTでは不可避である変速ショ

ックをなくすことが可能なのである。加えて、

CVTの設計が相対的に簡素であることから可動

部分が少なく、パーツとしての信頼性の向上とい

う利点も挙げられる。今後、CVTの普及が進む

と広く思われている。

３－１－３生産プロセス

トランスミッションの一般的製造プロセスは以

下の通りである。まず、鉄が鋳造・鍛造され、必

要に応じて圧造（stamping）される。そして、

粗加工が行われてから、鉄の強度を増すため等の

理由で熱処理・表面処理が加えられる。次に、仕

上げ加工が施され、その後組立が行われる。トラ

ンスミッションはミクロン単位の高い精密性を要

し、塵芥を極度に嫌うパーツであるため、組立作

業は高圧力のかかったsemi-cleanルームで行われ

る場合がある。製造終了後、トランスミッション

にオイルやミッション液が充填され、ダミーのエ

ンジン、ドライブシャフト、電源に接続され、最

終検査が行われる。

３－２トランスミッション分野の競争状況

トランスミッションの開発・製造は、自動車の

最終組立メーカーが行っている場合とサプライヤ

ーが行っている場合がある。たとえば、ホンダな

どは完全に社内で開発から製造まで行っている。

サプライヤーでは、本稿で取り上げたジヤトコと

いうトランスミッション専業メーカーの他に、ト

ランスミッションを研究開発・製造するサプライ

ヤーであるアイシングループ（特にアイシン・エ

ィ・ダブリュ株式会社）やZF社（独）などがあ

り、トランスミッションの部品を供給するサプラ

イヤーにはボーグワーナー（米）やNSKワーナ

ーがある。ジヤトコおよびアイシンは、それぞれ

日産自動車とトヨタ自動車（株）の系列会社であ

るが、それ以外にも数多くの納入先を持つ。

トランスミッション分野は、もともと技術変化

が激しく、また、かつて主流であったMTから

ATへと製品構成がシフトしており、なおかつ同

じATであっても多段化が進み変速ショックが少

なく快適なものが開発されていることから、開発

の手を抜くことのできない分野である。しかも、

主に自動車業界全体の競争が激化したことと、そ

れにともなう最終組立メーカーのリストラや合理

化によって、近年さらに競争が激しくなっている

ように見受けられる。

市場に導入するクルマをいかに早く・安く、そ

して顧客の多様なニーズに応えて開発するのかと

いう点で、新製品開発のスピード・アップとコス

ト・ダウンが絶えず求められ、よりフレキシブル

な生産システムが必要となっている。サプライヤ

ーへの要求も強くなり、各社が部品を開発または

イノベーション・マネジメント研究

部分が有効に使える�

1速�

車両速度� Vehicle Speed

駆
動
力�

D
riving F

orce

2速�

3速�
4速�

CVT

AT

図4 CVTとAT比較

（出典：ジヤトコ社資料より）
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製造する各部門に対して、今まで以上に効率的か

つ低コストの仕事を求めるようになっているので

ある。この要求に応じ、各社各部門はそれぞれの

対応をとっている。その対応の中で顕著なものと

しては、部品の共通化がある。共通化を通じ、開

発・生産の規模・範囲の経済（economies of

scale and scope）をより働かせることで、コスト

を下げるとともに生産システムのフレキシブル化

にともなう複雑性の上昇を防ぐことができる。ト

ランスミッション分野でも、この傾向が見られる。

例えば、最終的に各モデル・ブランドに載せてい

くトランスミッションが異なっていても、そのコ

ア部品を共通しようとする動きが、多くの最終組

立メーカー及びサプライヤーに見られる。それを

進めるため、トランスミッション内の部品の小型

化などが追求されている。

以上の共通化傾向に加え、CVTなどの新技術

開発に向ける投資額が大きく、1社だけではトラ

ンスミッション開発・生産を負いにくくなってき

たことが、最近のトランスミッション分野再編の

追い風となっている。例えば、自動車業界全体で

見れば、最終組立メーカーがトランスミッション

生産の3割以上までアウトソーシングするように

なっており、後述するように最終組立メーカーの

トランスミッション部門の分社化及び合弁会社事

例が1990年代末から進んでいる。

４　ジヤトコの事例

４－１会社概要

本章で取り上げる事例分析対象は、静岡県を本

社とするジヤトコである。会社の2004年6月現在

の概要を表１に示す。

以下では、ジヤトコの社史などを述べていくが、

出発点として1960年代後半から記述する。1960

年代後半は、ジヤトコの1999年の設立より30年

程前、そして1943年の創業年より20年以上後の

時期であるが、1960年代後半から記述を始める

ことによって、本研究のキー・テーマの一つであ

る企業間関係の側面を強調し、またジヤトコが現

在の形になった経緯を分かりやすく説明できる。

４－２社史


４－２－１日本自動変速機株式会社の設立

ジヤトコが設立されたその背景は日本における

AT開発・製造が始まった1960年代までさかのぼ

る。当時AT技術は米国特許のかたまりのような

ものであり、日本メーカーでの開発は特許面から

�ジヤトコの最も古い施設（富士工場）の稼動開始年は
当社の創業年にされている。


この章は、ジャトコの20年社史（1991発行）を参考
している。

会社名（本社所在地）�

創業�

設立�

資本金�

従業員�

連結従業員�

（請負等を含む）�

事業内容�

�

総関係会社数（内：海外）�

生産拠点数（内：海外）�

開発拠点数（所在地）�

売上高・トランスミッション台数�

営業利益�

ジヤトコ株式会社（静岡県富士市）�

1943年8月1日��

1999年6月28日�

299億3530万円�

約7,700人（2004年6月1日付在籍人員）�

約8,500人�

（約11,250人）�

変速機（AT・CVT）及び自動車部品の開発、製造（鋳造から組立まで）、�

販売�

10（6）�

　8（0、メキシコに１つの建設中の工場がある）�

　5（静岡：富士市、神奈川：厚木市・新横浜、愛知：岡崎市、京都：京都市）

約4,165億円・約351万台（2003年度）�

123億円（2003年度）�

表1 会社概要
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容易でなかった。特許問題に触れることなくAT

を製造するために採った戦略は、米国メーカーと

の合弁であった。

トヨタ自動車は傘下のアイシン精機（株）とボ

ーグ・ワーナーとのAT事業の合弁事業を1969年

に開始した。これと時期を同じくして1968年9月

から、フォードが中心となる日本でのAT事業の

合弁会社設立に関する交渉が始まった。見込み生

産量を十分確保するため、結果的には日本の２社

の最終組立メーカー、日産自動車と東洋工業（現

マツダ）まで交渉が展開した。日産は、独自で

ATを商品化できるところまで技術を向上させて

いたが、特許違反の恐れ等があったため合弁を望

んでいた。

ATの特許にはボーグ・ワーナー、フォード、

GMの3社によるクロスライセンス契約があった。

基本特許の大半はボーグ・ワーナーが所有してい

たが、フォード、GMも重要部分での特許をもっ

ており、互いに特許を自由に使えるように契約を

結んでいたのである。そしてこの契約では3社の

うちいずれか1社が第三者にその契約の対象とな

っている特許を許諾する場合には、第三者の発行

済み株式の過半数を所有しなければならないこと

になっていた。しかし、通産省の方針では外国資

本の出資比率は50%以下で、さらに特許を国内に

公開することが外国資本との合弁の条件であった

ため調整は難航した。

1969年、フォード・日産・東洋による日本自

動変速機設立の基本的合意が得られた。その骨格

となる事項は、

①　合弁会社は、フォード所有のAT特許はも

ちろん、GM、ボーグ・ワーナーの特許も

クロスライセンスで使用できる、

②　日米資本比率は、“日米対等・相互協調”

の精神に基づいて50：50とする、

というものであった。その後、1970年1月に日本

自動変速機はフォード50％、日産25％、東洋工

業25％の合弁会社として、日本自動変速機（株）

は発足した。英語名はJapan Automatic Trans-

mission Co., Ltd.であり、会社の略称名としては

Jatcoが使われていた。日本語では「ジャトコ」

となる。

新しく立ち上げる工場の運営方法は、フォード

方式を導入することが新会社設立交渉の中で決ま

っていた。予算制度は、販売価格算定予算とも呼

ばれるフォードのものが採用された。設立当初の

製品のベースとして考えられたものには、日産自

動車が特許面での問題を回避しつつ、1968年に

製品化を行っていた3N71AというFR3速ATと、

フォードのC4というATがあった。日産は

3N71Aを、フォードと東洋工業はC4を推すこと

になり意見が分かれた。しかしフォードによる調

査の結果、3N71Aが総合能力に優れていること

が証明されたため、最終的には3N71Aを改良し

た3N71Bを生産することとなった。3N71Bは、

1971年に日産のサニーとローレルに採用され、

これが日本自動変速機のATが搭載された最初の

モデルとなった。

４－２－２フォード撤退

1979年11月、日本自動変速機の2大株主である

東洋工業とフォードは、かねてからの交渉が実を

結び、資本提携の関係に入った。具体的には、フ

ォードが東洋工業の資本の25％を買収した。そ

の結果、日本自動変速機の出資関係が、フォード

2：日産自動車1：東洋工業1の関係から、フォー

ド・東洋工業3：日産自動車1の関係へと変わっ

た。

同時に、このころ、日産自動車・東洋工業は独

自のATの内製化を試みるようになっていた。日

本自動変速機の株主の利益配当も以前ほど期待で

きなくなっており、フォードにとって投資対象と

しての日本自動変速機の意義は薄れていた。これ

らの事情に加え、フォードが間もなく、大きく赤

字に転落することとなった。当時の日本自動変速

機は、フォードが要求していた「利益のほぼ全額

を配当すること」を中止したかったことに加え、

すでに技術的にはフォードから得るものがなくな

っていた。以上の理由が伏線となり、1981年に

フォードは日本自動変速機の資本を日産と東洋工

業に売却し、この事業に直接的に関わらなくなっ

た。これにより、日本自動変速機の株は日産が

65%、東洋工業が35%を持つようになった。した

がって、ジャトコは株の過半数を持つ日産の子会

社になったが、営業上の独立性を保つ方針は変わ

らなかった。

４－２－３近年の動向

1980年代には、FR車からFF車�へ需要が大き

く変化した。この流れに対して多くの自動車メー

イノベーション・マネジメント研究
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カーは、AT内製化で対応するようになった。こ

れにより、ジャトコは厳しい経営環境に直面する

こととなり、製品の多様化とFF化への対応は早

期に取り組まなければならない重要な課題となっ

た。

ジャトコは、独立したAT専門メーカーとして

の地位を築くために、親会社への依存度を弱め、

新たな販売先を開拓するようになった。そのため、

FR4速ATである4N71Bを始め、後述する、い

すゞ自動車（株）向けFF3速AT、および、三菱

自動車工業（株）向けFR4速の開発に取り組ん

だ。4N71Bは日産セドリックに搭載されたが、

その後も日産自動車、東洋工業のFR車に次々と

採用されていった。1982年には、いすゞ向け

FF3速の開発が始まり、1984年に製品化され、

1982年春に開発開始した三菱自工向けのFR4速

も、翌1983年に生産を開始した。

その後も相次ぐ新製品の開発と拡販を行ってい

たが、日本では1980年代後半以降は乗用車だけ

でなく商用車にもATが搭載されるようになっ

た。日本自動変速機は日産自動車から商用車向け

ATの開発依頼を受けることになった。1984年に

開発が始まったこのFR用4速AT（JR403E）は、

1987年に生産を開始し、日産アトラスを始め、

いすゞ（北アメリカ向けNPR）、日産ディーゼル

工業（株）（コンドル）、三菱自工（キャンター）、

マツダ（タイタン）などにも次々と納入が行われ

た。

また、ジャトコでは、1986年頃からは軽自動

車向けのFF3速AT（JF302E）が企画され、

1988年に初出荷となり、スズキアルトやマツダ

キャロルに搭載されることになった。

1990年のジャトコ20周年を前にして、1989年

10月1日に社名を「日本自動変速機株式会社」か

ら「ジャトコ株式会社」に変更した。この名称は

業界・地域社会においてはすでに広く認知されて

いたが、この名称変更には「世界におけるATの

トップブランドとなる」との決意も込められてい

たという。

1990年代に入ると日本におけるATの装着率も

70%を超すようになり、ATがほぼすべての車種

に対して搭載されるようになった。また、2章で

述べたようにAT多段化、CVTの新技術などと

いう技術的進化で、自動車メーカーではトランス

ミッション開発・生産の負担が大きくなり、トラ

ンスミッション分野の再編が始まった。1990年

代末からその再編が加速し、その中心にはジヤト

コがある。2003年以降のジヤトコは3社合併を通

じて成立した会社であり、その１社であるジャト

コはこれまで説明した通りであるが、残りの2社

を以下簡単に紹介する。

トランステクノロジー株式会社（日産自動車

AT・CVT部門）

日産自動車の富士工場は1943年に日産の飛行

機エンジン工場としてスタートした。その後62

年にMTを、67年にはATの製造を開始し、97年

にはCVTの製造にも着手した。99年6月に、富

士工場と日産テクニカルセンターを中心とした自

動変速機開発部門が、日産自動車本体から分社化

し、トランステクノロジー（株）が登場した。し

かし、約3,500人の従業員が日産に席を置きなが

ら、子会社出向というかたちで働いていた。

ダイヤモンドマチック株式会社（三菱自工AT・

CVT部門）

三菱自工は1975年にATの製造を開始し、1990

年代にCVTの製造も開始したが、2002年4月に

AT・CVT部門を分社化し、1200人程の組織で

あったダイヤモンドマチック（株）が登場した。

1999年8月にマツダがジャトコの株式をすべて

日産に売却し、日産が99.2%の株式を保有するよ

うになった。そして、1999年10月にジャトコと

トランステクノロジーが合併し、ジヤトコ・トラ

ンステクノロジー株式会社（JTT）という会社が

登場した�。そして、2001年10月に日産に席を残

していた従業員が一気に子会社のJTTに転籍と

なったが、これは当時の日本自動車産業において

大変珍しい事例であった�。JTTは2002年4月ジ

�FRは後輪駆動車の略で、FFは前輪駆動車の略であ
る。

�なお、この合併に際して、社名のジャトコをジヤトコ
に改称した。JTTの存続会社は、トランステクノロ
ジーであった。

�これらの従業員がJTTに転籍した際、日産に退社届
けを提出し、JTTに新たに採用されなければならな
かった。しかし、日産はこれらの従業員の99%以上か
ら同意を得られた。

・　　 ・
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ヤトコ株式会社に社名を変更した。同年7月ジヤ

トコと三菱自工の株式交換により、ダイヤモンド

マチックがジヤトコの100%子会社となった。同

時にジヤトコの資本構成は日産81.8%、三菱18%

となった。そして、最終的に2003年4月に、ジヤ

トコが子会社のダイヤモンドマチックを吸収合併

し、現在に至るまでの形となった。図5は以上の

経緯を示している。

さらには、2003年1月にジヤトコと富士重工の

50：50合弁会社である富士AT（株）が群馬県邑

楽郡に設立された。富士ATは、ジヤトコと富士

重工が共同開発する軽自動車・サブコンパクトカ

ー用のCVTを生産し、ジヤトコおよび富士重工

に供給することを目的としている。

最後に、ジヤトコは2004年6月現在、製造機能

の海外展開を進めている。最初の進出先はメキシ

コである。

４－３製品群及び納入先

合併前の各社から製品・技術が継承され、それ

がジヤトコの技術の特徴にもなっている。ジヤト

コは、トランスミッションの種類とエンジン・ト

ルク容量について幅広くカバーし、また小型車か

ら大型車、実用車から高級車まであらゆる車種の

FF・FR用AT・CVTを扱っており、いわゆる

フルラインを揃えている�。

具体的にジヤトコは、FF車用では、3速AT

（エンジン・トルク容量は約50Nmから約100Nm

まで）、4速AT（同、約50Nmから約350Nmまで）、

5速AT（同、約220Nmから約350Nmまで）、ベ

ルト式CVT（同、約150Nmから約350Nmまで）、

ハイブリッド・エレクトリック車（HEV）トラ

ンスミッション（同、容量約200Nm）を取り揃

え、FR車用では、4速AT（同、約60Nmから約

400Nmまで）、5速AT（同、約350Nmから約

450Nmまで）、トロイダルCVT（同、約360Nm）

を取り揃えている。

2003年度の販売台数実績（合計350万台）の商

品群別販売台数比率を図6に示した。現状では

FF4速のステップATが過半数を占めているが、

今後は変化が予想される。とくにFF5速のATは

これからの増加が期待される。また、CVTにつ

いてはその比率が30～40%まで増えていくと考

えられている。

2003年度のトランスミッション・ユニットお

よびパーツの売上高実績（合計4,165億円）の顧

客別比率を図7に示した。

ジヤトコの納入先の多様化はフォードがジャト

コから撤退した後の80年代に始まり、納入先企

業は現在に至るまで広がっている。納入先の多様

化と売上高の推移は図8の通りである。
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日産� 三菱�

ジャトコ�
1970

富士工場�
1943

AT・CVT�
部門�

トランス�
テクノロジー�

ダイヤモンド�
マチック�

開発部門� 開発部門�

ジヤトコ�

合併�
03年4月�

分社�
02年4月�

分社�
99年6月�

合併�
99年10月�

JTT→ジヤトコ�
（02年4月1日）�

図5 ジヤトコ株式会社の合併経緯

（出典：ジヤトコ社資料より）

�それ以外にも、ジヤトコはMTの製造を行っている。
これは、トランステクノロジー分社後、段階的にMT

のラインを他の日産グループメーカー、愛知精機工業
（株）に移管している。
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図6 販売台数実績の商品群別販売台数比率
（2003年度実績）

図7 トランスミッション・ユニット及びパーツの
売上高実績の顧客別比率　（2003年度実績）

FF3速AT
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欧FORD�
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ルノー三星�
マツダ�
VW

スズキ�
富士重�

三菱�三菱�
日産�日産�

（出典：ジヤトコ社資料より）
（03年度　ユニット＆パーツ

売上高実績　合計4,165億円）

（出典：ジヤトコ社資料より）
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４－４生産拠点

現在建設中のメキシコ工場以外、ジヤトコのト

ランスミッション製造は全て日本国内で行われて

いる。生産拠点は合計8つあり、立地は静岡県に

5つ（富士市、庵原郡蒲原町、沼津市、富士宮市、

掛川市）、京都府に2つ（京都市、船井郡八木町）、

岡山県に1つ（倉敷市水島）である。

５　合弁・合併のインパクト

ここでの事例を参考に２章で紹介した枠組みに

もとづき、製品技術・生産技術・人的資源管理の

三つの要素を軸として、企業間提携がMOTの中

でどのように位置づけられるのか、という問いを

検討したい。

５－１技術的側面

５－１－１製品関係

ジヤトコでは、AT・CVTともに様々な車

種・クラス別のトランスミッションを生産してい

る。しかし同クラス車用のトランスミッションで

も複数の製品が並立するかたちになっている。こ

れは、合併以前の3社がそれぞれ持っていた製品

を、そのまま生産しているためである。たとえば

小型車用CVTであれば、日産のキューブに搭載

されているものと三菱自工のコルトに搭載されて

いるものがある。同等の製品であれば1つに集約

するか、内部の部品を共通化すればよい。しかし、

それぞれのトランスミッションが最終搭載モデル

に最適なように設計されており、トランスミッシ

ョン製品ごとのギアの大きさからエンジンのイン

図8 納入先の多様化と売上高推移

（出典：ジヤトコ社資料より）
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ターフェイスまであらゆる側面で異なるために、

そのままでは部品を共通化できない。この問題に

関しては、それぞれ最終組立メーカーの次世代モ

デル開発プロセスの中にジヤトコが入ることによ

って、初めてある程度の共通化が図れるようにな

る。その開発プロセスが最低2～4年かかるた

め�、そして途中での設計変更が難しいため、大

きな共通化を進めるには2つ先のモデルチェンジ

を待たなければならないかも知れない。これら以

外にも、部品メーカーの製品ラインナップにおい

ての共通化を制限する要素がある。

まず、自動車というものは、最適設計を必要と

する統合型アーキテクチャーの製品であり、製品

開発において部品と部品のすりあわせを十分に行

われないかぎり、最終エンドユーザーの満足を得

にくい製品である�。したがって、最終組立メー

カーと部品メーカーが密接な関係下で開発を進め

なければならない。このため、各部品に設計上の

制限がかかる。さらに、特に車の性能を基本的に

決め、開発コストの6～7割を占めるプラットフ

ォーム（シャシー及び足回り部品）が大幅に改良

される、いわゆるフル・モデルチェンジであって

も、大きく変わらない部品もある。こうした点で

は、部品設計の見直しにも制約がある。

ジヤトコ社内にも共通化を難しくする要素があ

る。それは、合弁・合併に際して、各社が持って

いたトランスミッションの製品開発の構造に対す

る考え方が違っていたということである。たとえ

ば、トランスミッションと呼ばれるパーツの中に

変速レバーを含むのか否か、というような問題が

あった。そして、各社で用いられていた部品名

称・品質基準や開発工数などにも違いがあった。

このような微妙な違いが部品共通化および製品統

合化のレベルに影響を与える。

しかし、以上の問題点があっても、ジヤトコは

1～2世代先を見据えた長期的な視点で部品の共

通化を行おうとしている。ジヤトコはこの問題に

対処するため、手始めに2004年10月までに「言

葉」を統合する予定である。品質基準についても、

両者を比較し市場環境を考慮した上で厳しい基準

を採用、または市場から見て過剰品質と思われる

ものは、改訂することなどを目指している。現ジ

ヤトコで新たに開発が始まったCVTから、共通

化の試みが始まっている。ATにおいてもクラッ

チやトルクコンバーターの共通化が始められてい

る。

合弁によってメリットも生じている。たとえば、

製品開発において、ジヤトコは他のトランスミッ

ションサプライヤーと比べ、最終組立メーカー

（主に日産と三菱）に勤めた経験のある従業員が

大勢いる。したがって、車づくり（トランスミッ

ション以外の部分）に携わってきた人がジヤトコ

のR＆D機能の人間の半分程度占めている。これ

は、統合型アーキテクチャー製品である自動車の

部品設計に有利なことだと考えられる。

また、合併時に新しいものが製品技術として蓄

積されている。それぞれの会社の得意分野を融合

することが可能となる�。例えば、元々ジャトコ

の強かった歯車の加工などがあり、トランステク

ノロジーはCVT技術を保有しており、旧三菱自

動車のAT・CVT部門は制御技術が優れていた�。

ジヤトコは、それぞれのR＆Dセンターに使命を

与え、一つに統合しようとしていない。

ジヤトコには合弁会社としてのルーツがあり、

初期の段階から複数の最終組立メーカーとの共同

開発の経験がある。現在は合併などを通じて更に

納入先が増え、ジヤトコが数多くの共同開発を経

験している（図８参照）。この豊富な経験は、ジ

ヤトコが今後、最終組立メーカーのトランスミッ

ション開発・製造のアウトソーシングを引き受け

ようとする際に、役に立つと思われる。製品の販

売の面も、当初のジャトコは子会社でない合弁会

社であったため、親会社に依存しない販売経路を

持つようになった。現在でも、ジヤトコの親会社

である日産への納入率は50％程度である。合弁

による総出荷量の増加したジヤトコは、営業上よ

�既存プラットホームの派生モデルの場合は、最低1～
2年はかかる。この数字は、通常の日本の最終組立メ
ーカーに当てはまる。欧州のメーカーはもっと長くか
かる場合が多い。
�藤本（1997）など。
�これに加え、2003年の合弁を通じ、CVTを最初に量
産した富士重工の技術にアクセスできるようになった。

�ここでいう制御技術とは、コンピューターがドライバ
ーのスタイルや癖を学習し、それに技術を合わせるこ
とである。これは、従来からこの技術を手がけている、
三菱自工が得意とした分野であった。例えば、マニュ
アルモードのついているATを実用化したのも、三菱
自工が最初であった。
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り有利な立場になり、もともと幅広く販売できる

体制を、今後さらに活かすことができると考えら

れる。

５－１－２生産関係

製品ラインナップと同様、ジヤトコは現在合併

前の3社の工場で引き続き生産を行っている。そ

れぞれの工場は、その会社が持っていた生産シス

テムに従って稼動している。今後は合併前の各社

の強みを生かした統一生産システムにつなげる努

力をしようとしている。しかし、既存の生産ライ

ンに関しては、改善活動以外はなるべく手を加え

ないで、新しいラインの建設時にそれぞれのベス

トを持ち合わせるつもりである。

現場管理については、それぞれの現場を統一し

ようとする際、管理レベルの低い方向に流されや

すいことがわかっている。つまり、ある職場では

定められた標準で作業が行われて、別の職場では

その標準より緩い基準で作業が行われていたよう

な場合には、統合の際に、監督者が非常にしっか

りしていなければ、緩い方に流れていってしまい

がちなのである。これを防ぐために同社では、

JEPS（Jatco Excellent Production System）活

動を強化している。

JEPSは世界第一のQCDE（品質、コスト、納

期、環境に優しいこと）を目指し、1998年11月

にジャトコの全工場に推進し始めた。例えば、受

注からいかに早く生産できるかのような活動を通

じて、3社合弁からできた現在のジヤトコ生産シ

ステムの統一を計っている。その際、それぞれの

システムの優れた点を導入しようとしている。そ

れぞれ出身会社の人間の知恵を集めることによっ

て、生産システムのベスト・プラクティスを持ち

合わせることが可能となる。

５－２人的資源管理の側面

組織文化のコンフリクトとその軽減作戦

当時の社長を始め経営陣は、衝突は絶対に起こ

ると考え、それを避けようとしないで、全部表に

出し、正面から克服しようとした。それに成功で

きたら、企業がより高い能力を持つようになると

信じていたのである。

衝突の一つの事例として取り上げられるのは、

合併前の人事の評価基準や給料そのものがそれぞ

れの会社ごとに違っていて、合弁後の統一が難し

かったということである。実際、ジヤトコはまだ

この問題と格闘している状況にある。合併以前の

所属によって、同等の仕事を担当していたとして

も「調整手当」によって、給与が異なっている。

このような給料の差は、一人一人の仕事が違う間

接部門では目立たないが、一人一人の仕事がより

類似している直接部門では顕在化しやすく、不満

に結びつきやすい。一定の時間が経過し全体の給

与体系が統一されるまでは、以前の所属による違

いが残る。

また、分社化された会社の出身者は、以前の会

社の従業員と給料水準・ビジネスなどを比べあう

こともある。例えば、ベアがより高くなったのは

どちらか、あるいは仕事が充分評価されているの

はどちらか、面白い仕事が充分確保できているの

はどちらだろうか、という類のことを比べあって

いる。以前よりジヤトコでの待遇が優れている場

合は問題ないが、そうでない場合は不満が生じる。

以上のような衝突・コンフリクトを軽減するた

めに鍵となるのは、トランスミッション分野の高

い成長性であろう。現に、ジヤトコの売上げや利

益は伸びていて、それが続くだろうという見込み

もある。これが、合併による社員の不満などを軽

減するように働き社員を結びつけていると、社内

では考えられている。

これ以外の政策として、「遊星歯車」と表現し

ている企業理念がある（図9）。これは、ジャト

コとトランステクノロジーが合併した際に、求心

的な理念を策定するために作成されたものであ

る。理念などを説明するカードを全社員に配り、

社長も折に触れて説明しており、これによって従

業員に定着させようとしている。2002年に、社

名がJTTからジヤトコになった際、およびダイ

ヤモンドマチックを吸収合併した際は理念に変更

を加えておらず、2004年現在でも新社員にカー

ドが配られている�。

遊星歯車の意味は、中心に自社の精神論を置き、

その周りに社会・世界があるということである。

そしてお客さん（最終組立メーカー）が回れば自

分たちも回り、自分たちが回れば世界も回るとい

うことを意味している。この当時の経営者（旧ジ

�カードには地震防災の情報も書いてある。
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ャトコと旧トランステクノロジーのボードメンバ

ーと社長）が考え、従業員にもわかりやすく、ユ

ーザーにも示せるものとして利用している。また、

理念の他にJatco Spiritや行動規範（信条など）

も考え出された。これらは理念を行動に繋ぐため

の手段として考えられており、同時に、合併する

際の将来の目標であった。作成には3ヶ月の期間

を要し、アイディアのプレゼンテーションを繰り

返した。最後は2人の社長が話し合って決めた。

社名そのものも検討対象となった。ジヤトコ・

トランステクノロジーの合併の際には、対等合併

であったため両名を載せた形にされたが、実利の

ことを考えて順番として「ジヤトコ」それから

「トランステクノロジー」に設定された。これは、

業界の中では99年以前の段階で、既に「ジャト

コ」という名前が既にATトランスミッションの

ブランドとして通用していたためである。しかし、

ジヤトコとトランステクノロジーが2つのブラン

ドとして見られるケースがあった。そのため、ブ

ランドの統一を図るために本体は「ジヤトコ」、

子会社も「ジヤトコ○○」という名前に変更した。

同様に、“Jatco”の社章も検討の上現在のものに

決定され、合併前のいずれの会社色でもなく、現

在の緑色を新たに設定するに至った。

同社では、トランスミッション分野の高い成長

性や企業理念などの求心力により、合併によるコ

ンフリクトや不満は押さえられており、大きな障

害になっていないと考えられる�。

人事交流・コミュニケーション

合併前の所属により在籍する事業所が異なって

しまっているため、そのままでは人的交流は進ま

ず、必要な技術統合などが起こらない。この点に

対応するため、月1回に8つの生産拠点の所長が

集まり、会議を持っている。また、2003年度か

ら技術員のローテーション（事業所間、R＆D、

品質）を行っている。例えば、製造現場は自立的

に改善活動のできるところとそうでないところが

ある。皆で改善活動ができるようにするのにロー

テーションが有効である。このような交流・統一

活動を進めてはいるが、バックグラウンド（出身

母体）の違いが見えてしまうこともある。そのた

め、もともとの人数が少なかった三菱の優れたと

ころを特に広げるため、2003年10月からジヤト

コはマトリクス組織体制を採った。一方、三菱出

身者には極力ジヤトコに合わせようというスタン

スがある。

1999年以降の合併・合弁を通じて会社が大き

くなっている。それに加え、ジャトコとトランス

テクノロジーが合併した時、仕事の流れなどは主

に、日産という大きな組織の一部として存在して

いたトランステクノロジーに合わせていた。した

がって、合併前のジャトコが持っていた小回りの

効く環境と違っていた。その後こうした点につい

ての改善が進んでいるが、不満がまだ一部残って

いる。

６　ディスカッション

ジヤトコの事例では、1970年代の初めに3社の

合弁会社として始まり、1990年代末以降は2社の

対等合併と1社の吸収合併を行い、そして1社と

の合弁会社という形で水平的企業間提携が進めら

れ、その結果として様々な組織の技術的能力およ

び経験が融合された。そこで以下では、1999年

以降の流れに注目し、提携を通じてジヤトコに起

こった変化をまとめる。

技術的能力の側面では、商品ラインナップが膨

らみ、ジヤトコが自動車のトランスミッションの

フルラインメーカーになったことが挙げられる。

特に、成長性の見込みが最も高いCVT分野にお

図9 企業理念

（出典：ジヤトコ社資料より）

�訪問時に、あるマネジャーが経営者の本当の仕事はい
かにしてこのような求心力を高められるかと言った。
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いて、ジヤトコが業界のリーディング企業の一つ

となった。その他に、ジヤトコがそれぞれの提携

先の生産システムを受け継いだことも挙げられ

る。経験の側面も、技術的能力と同様に、強化し

続けてきたと言える。それは、バックグラウンド

などの違う技術者やマネジャーが、ジヤトコにお

いて一緒に働くようになったことによる�。

以上の技術的能力・経験をベースにして、ジヤ

トコが提携後に創造した技術戦略をまとめる。ま

ず、ジヤトコはCVT分野において、技術的リー

ドを強めて行く努力をしている。また、フルライ

ンメーカーとしての今後の継続・強化が取り上げ

られている。同時に、納入先との密接な協力体制

を続けようとしている。そして、この納入先との

協力関係方針と相反する可能性があるが、ジヤト

コのもう一つの大きな技術戦略は商品間の共通化

である。これらのジヤトコの技術戦略は、まさに

現在実行中である。その進行プロセスは、ジヤト

コの構成員の経験を増やしている。これらの戦略

の下で、組織構成員一人一人が、このプロセスに

どのようにかかわるかということが、その成功要

因の一つと思われる。ジヤトコでは、提携後それ

ぞれの融合された技術的能力が活用される中で、

潜在的な能力から顕在化した能力になっていく過

程にある�。

ジヤトコでは技術的能力・経験の融合にあたっ

て、提携企業間のオーバーラップ（重複部分）が

生じた場合と生じなかった場合があった�。オー

バーラップがなかった場合は、能力の融合プロセ

スおよびそれにもとづく技術戦略の創造プロセス

が比較的にスムーズに進んだことが観察された。

例えば、ダイヤモンドマチックはJEPSのような

形式化された生産システムの理想像がなかったた

め、それを各生産拠点では積極的に導入すること

を望んだ。逆に、オーバーラップがあった場合、

コンフリクトが起こりやすかった。例えば、同ク

ラス車用のトランスミッションでも、複数の製品

が並立する問題がある。そして、いうまでもなく、

社名や社色などの問題もあった。

本論文の問題意識に戻り、企業間提携は技術戦

略の創造にどのような影響を与えるのか検討す

る。ここでは、企業間提携を結んだ後の、Bur-

gleman et al. の枠組み（図1）を考え直すことに

よって表現する。提携によって融合される、それ

ぞれの提携先の技術的能力・経験は、提携後の新

たな技術戦略を創造する際のインプットになる。

以下の2つの図では、提携先間の技術的能力・経

験のオーバーラップが全くない場合とややある場

合を示した（図10・11）。オーバーラップがある

場合はコンフリクトが起こりやすいという事例分

析結果を反映し、そのエリアを図では網かけとし

て描いた。

一見する限りでは、オーバーラップが全くない

場合（図10参照）、すなわち提携先の技術的能

力・経験が完全に補完的である場合が望ましいと

思われがちである。なぜなら、この場合はコンフ

リクトが生じないと思われるからである。しかし、

蓄積されてきた経営学の研究は逆のことを暗示し

�提携によって増加した経験はやや限定されると思われ
る。なぜなら、自動車が統合型アーキテクチャー製品
であるため、提携先それぞれの経験はある納入先にし
か価値をもたらさない面があると思われる。これは、
特に納入先が少ないメーカーに当てはまるだろう。ア
セットがある相手にしか価値をもたらさない
（partner-specific asset）という概念は、Asanuma

（1989）など参照。
�無論、なっていかない可能性もある。
�ここでは、技術的能力のオーバーラップを、類似する
プロセスや知識が複数の提携先組織で存在していると
意味する（Zollo et al.，2002; Mowery et al.，1999参
照）。

図10 技術戦略創造の企業間提携による影響：オーバーラップがない場合

提携先B�
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ている。こうした研究によれば、オーバーラップ

が少なければ少ないほど、求めている知識的なシ

ナジー効果は得られにくいと考えられる。例えば、

組織間学習の場合を見てみると、re l a t i v e

absorptive capacityが組織間学習の必要条件とさ

れている（Dussauge et al.，2000; Lane &

Lubatkin, 1998; Cohen & Levinthal，1990）�。つ

まり、学びたい知識が、既存知識と共通点がある

場合にしか、それを学習できないのである。そこ

に、本稿でいう提携先の技術的能力・経験のオー

バーラップが全くない場合は、知識の共通点が期

待できないと考えられるのである。したがって、

提携先からの学習も期待できないのである。組織

間学習を考慮すると、オーバーラップによって生

じたコンフリクトについては、決して避けるべき

ものだとは言い切れなくなる。過剰なコンフリク

トは負の影響を与えるかもしれないが、適切なレ

ベルはかえって組織構成員の創造力、生産性など

を促進し（Eisaguirre，2002; Pascale，1990）、

相互学習を刺激すると思われるからである。

まとめと展望

本稿では、企業の技術戦略創造は、企業間提携

からどのような影響を受けるのかという問題意識

を出発点とし、主に合併・合弁という提携形態に

ついて考慮した。技術戦略の理論的な枠組みを紹

介し、事例研究および分析を行った。試論として、

用いた枠組みに、提携先の技術的能力・経験の融

合、および、オーバーラップという考えを導入し

てみた。今後は、この結果の妥当性を確かめるた

め、事例数を増やし、比較研究を追求することと、

技術戦略の創造に止まらず技術戦略の中身まで議

論を深める必要がある。
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Methé David T.（1995）“Basic Research in

Japanese Electronic Companies: An

Attempt at Establishing New Organization-

al Routines.”In Liker, Jeffrey K, John E

Ettlie, & John C. Campbell, editors, Engi-

neered in Japan: Japanese Technology-Man-

agement Practices. New York: Oxford Uni-

versity Press, pp. 17-39.

Mowery, David C., Joanne E. Oxley, Brian S. Sil-

verman（1998）“Technological overlap and

interfirm cooperation: implications for the

resource-based view of the firm.”Research

Policy, 27:507-523.

Mintzberg, Henry（1987）“Crafting Strategy.”

Harvard Business Review, 65（4）:66-75. 

Pascale, Richard T.（1990）Managing on the

Edge: How the smartest companies use con-

flict to stay ahead. New York: Simon &

Schuster. 




